




































































































































































関税蜘 減 ・全 n 品 目 の 0－
5％へ の削減 （ラ オ
ス、 ミャンマー、
2α冶）
・全 IL品 目の 0－
5％への削減 （カ ン
ボジア）





・Ⅲ 品 目 の60％ の
関税撤廃 （カ ンボジ
ア、2010）
・全 IL 品 目 の80％ ・仝 n 品 目 の80％ ・全 n 晶 ヨの80％
の関税撤 廃 の関税撤廃 （ペ トナ の関 税撤廃 （ラオス、
（ASEAN6，2（泊7） ム、2010） ミャ ンマ ー、2012）
SL，HSL以 外 の 全
品 目の関税撤廃
（ASEAN6，2010）
SL HSL以 外 の 全
品 目の 関税撤 廃
（CLMV、2015、 若














・lCT 製 品 の 関 税
撤廃 （CLMV 第 3回
分、2010）
・SL 品 目の 0－ 5 ・SL 品 目の 0－ 5 ・SL　 品 目の Ⅲ へ
％へ の関税削減 ％へ の関 税削減 （ペ の移行 と 0－ 5％へ
（ASEAN6，2010 トナ ム、2013）、砂糖 の関 税 削 減 （LM、
年 ） は2010 2015、C，2017）

















2α 洛 一 2Cの9 2010－ 20ユ1 2012－ 2013 2014－ 2015
非 関 税 障 壁 撤 廃 ・ ス タ ン ド ス テ ィ ル
と Gトー ル パ ッ ク 約 束
の 実 行
う ・う ヰ
・通 知 手 続 き と 監 挽
メ カ ニ ズ ム 議 定 書 に
よ る 透 明 性 向 上
う ◆ ⇒
・非 関 税 障 壁 撤 廃 ・非 関 税 障 壁 撤 廃 ・非 関 税 障 壁 撤 廃
（A SE AN 5， 2010） （フ ィ リ ピ ン 、
2012）
（CLM V 2015）若 干
の セ ン シ テ ィ ブ 品 目
は 2018年
原 産 地 規 則 ・CEPT 原 産 地 規
則 の 改 音 （2㈱ 7）
・テ う ◆
・発 給 手 続 き 簡 素 化 、
電 子 化 を 含 む 円 滑 化 、
可 能 な 限 り の 手 続 き
の 訴 和 と 整 合 （2∝）7）
・う ・ラ ・ラ
・加 盟 国 の 仝 原 産 地
規 則 の 見 直 し
・ウ う ・ラ


































2（伽 － 2（沿9 2010 － 2011 2012－ 2013 2014 － 2015
税 関 統 合 ・通 関 構 造 の 統 合 ヰ ・ウ
級 略 的 税 関 発 展 計
画
・貨 物 と 船 積 手 続 き
の 地 域 モ デ ル の 実 施
に よ り シ ン プ ル で 統
一 き れ た 通 関 手 続 き
を 導 入 し 通 関 業 務 を
近 代 化
・ナ
・A SE AN 通 関 ト ラ
ン ジ ッ ト シ ス テ ム の
創 設
・ケ
・生 産 統 合 と サ プ ラ
イ ・チ ェ ー ン の 促 進
を 視 野 に 入 れ 仮 輸 入 、
委 託 加 工 な ど の 特 殊
な 通 関 形 態 を 取 り 扱
う A SEA N 通 関 シ
ス テ ム の 創 設
う
・ 関 税 分 類 、 関 税 評
価 、 原 産 決 定 の 現 代
化 と A SEA N 電 子
通 関 の 創 設
（e－Custom s）
・ラ
・上 記 に 関 連 し 国 際
的 な 標 準 と 慣 行 を 採
用
◆ ・う
・通 関 の 円 滑 化 ・う ⇒
・人 的 資 源 開 発 ・う ◆ ⇒
・ASEA N
e－C ustom s の 実 施
⇒ ・ナ 十
・通 関 の 効 率 化 の た
め の 相 互 支 稜
う ナ ◆
A SE A N シ ン グ ル
・ ウ イ ン ド ウ
・ASEA N 6 で の 回
家 シ ン グ ル ・ウ イ ン
ド ウ の 2∞ 8年 ま で の
実 施
－10－
・CLMV で の 国 家










連 貿易デー タダイ レ
ク トリに基づ く貿 易





の ICT の適 用
◆ ・ケ







す る ASEAN 迩 柴







・電気電子機 格の単 う ・電気電子 微器の単 ・電気 電子機谷 の単
一規制体制実 施の準
備
一規制体机 の実施 一規制 体制の巽施 モ
ニ タリ ング
・潅事 ・医療 機器の
た め の ASEAN 共
通技術書類
（ACTD）実 施

























廉サ プル メン ト
・TMHSの 強 制 鼓
格の調和
（TMHS）ASEAN
標準 の開発 と強制 規
蔑格 の調和 を行 う分
野の指 定
・薬品 の AS】iAN 優
良製造 プ ラクテ ィス
（GMP）検 査の調 印
と実施 準備
・薬 品の GMP検 査
の MRA実 施
・い くつかの業種 に











































2〔氾8－2（櫛 2010－2011 2012－2013 2014－2015
AFASに よるサ ー ・4優先分野 のサー ロジ ソステ イタス さ ・その他 の仝サー ビ
ビス自由化 ビス貿易 の実質的に あー ビスのサー ビス ス分野 のサー ビス貿
全 て の 制 限 除 去 貿易 の実賀的 に全 て 易の実 質的に全ての
（2010） の机隈 の除去 （2013
年）
制限の 除去（2015年 〉
・少 な くとも10の新 ・少な くとも15以上 ・少 な くと も20以上 ・少 な くとも20新分
分 野 の 自由 化 ス ケ の新 分野の 自由化ス の新分野 の 自由化 ス 野 （2014年）、7分野
ジ ュール （2（鵬 年） ケジュー ル（却 10年） ケジュール （2012年） （2015年）の 自由化
スケジュール
ー13－
・善 意に よる規制 を
除 きモー ドユとモー










・ロ ジ ス テ ィ ク ス ・ロ ジ ス テ ィ ク ス ・ロ ジス テ ィ ク ス 十
サ ー ビスの外賓 出資 サー ビスの外資出資 サ ー ビスの外資 出資
比率 を49％以上 とす 比率 を51％以上 とす 比 率を70％以 上 とす
る （2∝ 8年） る （20ユ0年 ） る （2013年）
・その他のサー ビス ・その他 のサー ビス ヰ ・その他 のサー ビス
分野 の外資出資比 率 分野の外資 出資比率 分野 の外 資出資比率
を49％ 以 上 とす る を51％ 以 上 と す る をm ％ 以 上 とす る










待遇 の 自由化 と各ラ
ウ ン ドの共通約 束の
パ ラメー ターを作る
・合 意 され た パ ラ
メー ターに従い約束
ス ケ ジ ュ ー ル策 定
（2（沿9年）
ヰ ◆





・完成 した MRA の
実施
◆ ◆ ⇒
金融 サー ビス ・2015年 までの 自由 ・回 リス トへの合 意 ・2020年か ら維持 で ・加盟国が指定 した
化の ため に各加 盟国 きる事 前合憲柔軟性 保 険、銀行 、資 本市
に より維持 で きる率
前合意 した柔軟性の
リス トの作 成
リス トの作成 均 の制限 を2015年ま







・そ の 他 の 分 野 の
サー ビス貿易 の削服












































への ACIA の提 出
自由 化 ・投資制 限 ・障壁 の ・2010年 に第 17ェ ・2012年 に第 27ェ ・2014年 までに最終
段階的削減 ・撤廃の ーズを完了 ー ズを完 了 フュ ーズを完了
第 1フェーズの開始 （ASEA∬ 8），ラオ
ス と ミャ ン マ ー は
2011年 に完 了
（ASEAN 8）、ラオ
ス と ミ ャ ンマ ー は
2013年
（ASEAN8）、ラオ
ス と　ミ ャ ンマ ー は
2015年 に完了
・最4、隈の制限 しか
ない 自由で 開放的 な




のため の投資 措置 の
調和の実 施
・投資制 限 ・障壁の





・最 終フ ェーズ の開
始 （ASEAN8は
20ユ2年、 ラオス、 ミ
ャ ンマー は2013年 ）
円滑化 ・投資捨 置 につい て ‥ペス トプラ クテ ィ ・導 入 された投資槽 ・投資措 置の見直 し
の国際 的なペス トプ
ラクテ ィスの調査






・ASEANの 投資 関 ・投資刊行物 の印刷・ ・投資刊 行物の印刷 ・ ・投資刊行 物の印刷 ・
連刊行物 の印刷配布 配布 （投資報告 、投 配布 （投 資報告 、投 配布 （投 資銀告、投
（投資 報告、投資統 資 統計、生 活ガ イ ド 資絞 計、 ビジネスが 資統計 、電子産東 ダ
計、 ガイ ド1 ッタ、 ブ ック、物流 デイレ イ ド） イレク トリ、部品 産
アウ トソー シングに
関す る小 冊子 など）
ク トリ、環境 に優 し















進機関 の ネッ トワー
ク
・投資 円滑化の ため ・投資円滑 化のため ・ASEAN 産業協 力 ・投資 円滑化の ため
にビジネス界 との協 に ビジネス界 との協 イニ シアチ ブを通 じ にビジネス界 との 協
云濃 濃 た地 域 クラス ター と
生産 ネソ トワー促 進
議
ー17－
・産 業 ク ラ ス ター ・外 国投資 について ・投資保 護 と紛争解




促進 ・対内投資 ・対外 投 ・対 内投資 ・対外投 ・対内投 資 ・対外投 ・対内投資 ・対 外投
資について の ミソノ 資 についての ミソソ 資 につ いての ミツ ツ 資 について の ミソツ
ションを 2回実 施 ショ ンを 2回実施 シヨンを 2回実施 シ ヨンを2回実 施
・ASEAN 6主 催 に ・ASEAN産 業協 力 ・ASEAN産業 協力
よる CLMV 投 資 セ イニシアチ ブを通 じ イニ シアチブ を通 じ
ミナ ーを閑偽 た地域 クラ スターと
生産 ネブ トワーク促
進
た地域 クラス ター と
生産 ネ ソトワー ク促
進






















2㈱8－2（幻9 2010－2011 2012－2013 2014－2015
ASEAN資 本市 場
発展統 合の強化




・ナ ナ ◆ ・市場専 門家の資格
の相互承 忽
⇒ う う ・証券発 行の用語 ・
法律 の柔軟性 実現
・ラ ⇒ ⇒ ・ASEANで の債務
証券発行 の投 資家 の
基盤拡 大のための 源
泉課税






資本 移動 の 自由化
の原則
l秩 序 あ る資 本勘
定 の自由化
2．マク ロ経 済の不安 定化 とシステ ミ ック リス クに対す る七一
フガー ド描匿 を認める
3．自由化の恩 恵は全加盟国 が享受
外 国直接投資 ・対 内 ・対外外国 直
接投 資の自由 な移動
の ための 自由化 ルー
ルの評価 と調査




る事 項を対象 とす る


























































・各 国 で の 資 本 フ ロ
ー の モ ニ タ リ ン シ ス
テ ム創 設
ヰ ・ウ ・ウ
・資 本 フロ ー に関 連
した政 策 、 統 計 イ ン
フ ラ の調 和 の ため の
協 力
◆ ・ラ ヰ
・自 由 化 ルドールの 進














2∝略－2∝ゆ 2010－2011 2012－2013 2014－2015
熱 線 労 勧 者 の 自 由 ・2㈱ 8年 まで に 優 先 ・2015年 ま で に 仝
な移 動 分 野 を含 む 自 由 職 業
サ ー ビ ス で の MRA
完 了
サ ー ビ ス 分野 に 必 要
な 技 能 の コ ア コ ン ピ
テ ンス を 開発
・2（氾9年 まで に 優 先
サ ー ビス 分 野 に 必 要
な 技 能 の コ ア コ ン ピ


































2∝賂－2∝泊 2010－2011 2012－2013 2014－2015
優先分野の 統合 ・ロー ドマ ノブの 進















域内 域外 貿易 の促
進 と盛期 的 な娩 争
力強化
危 穀 分 析 定点 管 理
（EACCP）の実践、
確認 、検証 により世
界 市 塙 に お け る
ASEAN 水 産品の 競
争 力を支援 、会の 安













を対 象 とす る
－23－
・2010年まで に検疫 、
検査 、サ ンプ ル検査
手続 きを調和
・2015年 まで に貿 易
可能性 のあ る農 産品、
食品 、林産品の衛 生
植物検疫措 置 を確 立
・2010年 まで に広 く
貿易 されてい る穀 物
の殺 虫剤の最大残 留
限度 （MR Ls）の 調
和 を国際基準 に従 っ
て実 施
・2015年 までに バイ
オテ クノロ ジー から
派生 して生産 された




要性 を持 つ既妾 晶、
農産 品の安 全品 質基
準 を調和
・養殖 にお ける化 学





生物安 全管 理基準 に
よ り動物 を原料 とす
る食 品の安 全の ため




・森林 認証の段階 的 ・2010年 までにガ イ ヰ ・2015年 までに森林
アプローチの ガイ ド ドラインを現 場で裏 認証へ の地 域評価枠
ラインをZC櫛 年 まで
に作 成
施試駿 組み を確 立
・2010－2011年に国




国際、 地域 織関 と
民間郎門 との協 力、
















戦地 的横 様 と合 同ア
プローチの確立
・不法 伐採 とその貿






ASEAN 廃 案 共 同
組 合の促進
・2回問、地地 、多
国 間協力 によ る








































2（氾8－2α）9 2010p2011 2012u 2013 2014－2015
競 争 政 策
競 争 政 娃 導 入 の た ・基 盤 作 りの研 究 、 ・競 争 政 策 と法 に つ ◆ う
め ペ ス ト プ ラ ク 研 究 成 果 の 見 直 し、 い て の 地 域 作 薬 計 画
テ イ ス 採 用 導 入 と
能 力 養 成
提 言 と地 域 会 議 開 催 の 策 定 、 能 力養 成 と
ペ ス トプ ラ テ ィス 採
用 に 重 点
・作 喋 計 画 の項 目 爽
地 の た め の資 金 可 能
性 を探 査
◆ ▼う
知 的 所 有 権 行 動 計 ・研 究 実 砲 ・対 話 国 の協 力 に よ ・著 作 権 産 業 の 談 争 成 果
画 る 研 究 の 完 成 力 強 化
1．経 済 発 展 と著 作
権 シ ス テ ム
・著 作 権 シ ス テ ム の
効 果 的 利 用
2．経 済 に 対 す る老 ・ASEAN 加 盟 国 の ・著 作 権 通 知 へ の オ ・ASEAN で の 集 中
作 権 の 改 発 著 作 権 産 業 の発 展 促
進 の た め の 共通 目 標
の 設 定
ン ラ イ ンア ク セ ス 開
発
管 理 協 会 の 設 立
3．FTA を 含 む 知
的 所 有 権 協 定 か らの
柔 軟 性 （制 服 と例 外 ）
の 癒 着 の 利 用 の 事 例
4．楽 団 的 管 理 協 会
と 著作 権 親 判
・ビ ジ ネ ス開 発 サ ー ・国 家 ・地域 オ ン ラ ・同 ネ ッ トワ ー ク の 成 果
ビ ス （BDS） につ い
て の各 国 レポ ー トの
収 娘
イ ン BDS ネ ソ ト ワ
ー クの 形 成
運 用
・運 用 の 評 価 ・ASEANちDS ネ ノ
トワ ー クの 改 善
◆ ・対 話 国 加 盟 国 間 の
協 力 に よ る 能 力 養 成
・う ◆
・適 切 モ デ ル につ い ・加 盟 茶 の 法 と手 耗 知 的 所 有 権 担 当 職 ・ASEAN 恵 匠 プ ア
て の 合 意 き幡 正 只 の 能 力 養 成 イ リ ン グ シ ス テ ム の
実 施
・マ ドリ ッ ド法 定 番 ・参 加 の た め の 法 と ・サ ・マ ドリ ッ ド議 定 書









・国家 TK，GR， ・国 家 TK．GR， ・能力養成 ・TK，GR 及び
CTE及 び集 約 一 党 CTE及 び集 約一 覧 CTliにつ いて の回






















































・ホ イ ペ ン ー シ ソ
フ ォン道路の 完成
（2（X冶卒）





複 合一貫 輸送 枠組 ・ASEAN 複合 一環 ・少 な くとも 2カ国 ・ASEAN 大 での枠






ASEAN 通 過 貨 物 ・第 2 （国境港 湾）、 ・第 6議 定書 （鉄 道、 ・AFAAGIT の完全
円滑化枠祖 協定
（AFAAGIT）
第 7 （税関 トラ ンジ
ット）洪定容 の早期
締 結に より道路輸 送
について
AFAAGヱT を実施
中級駅 ）の完成調印 、 実施 （道路、鉄道 ）
ASEAN 国 家 間 輸 ・ASEAN 高速 道路 ・左富己について の絞
送 円滑化 枠組 協定 ネ ソトワーク第 1縫 一 ルー ト表示番号 の
（FAIST） 定 書の指定通貨 輸送
ルー トの第 3級 以下
の道路 の建設 と改善
導入
・FA王ST の 完 成 と
最 終テキ ス トの採 用
・FAIST の 実 施 開
始 （2010年）
・FAIST の完全実施
・航 空貨物サ ー ビス
完 全自由化 につ いて
の ASEAN 多 国 間
協 定の完成 と調 印と
実 施
・左記協 定の実施
航空 旅行統 合 ロー




全 自由 化 に つ い て
の ASEAN多 国 間
協 定の完 成 と調 印
（2（幻8年）
－30－
・航空サ ー ビスにつ ・航空サ ー ビスにつ ・左 記協 定の
い て の ASEAN 多 い て の ASEAN 多 ASEAN 大 で の 実
国閥協定 の実施 国同協定の実 施 施




組み の採 用 （2（拇8）







統 合 され奴 争カ の ・ASEAN 単一海運 ・左記 ロー ドマ ソプ ・左 記ロー ドマ ップ ・今後 3－ 5年間 で
あ る海 運 のため の
ロー ドマ ップ
市場 の戦略策定 実 施 実 施 ロー ドマ ノブ見直 し










・ICT フ ォー カス
・次 世代 ネ ッ トワー
クについての政策 規
制措 置の促進 と浣 化
・域内 の惰 紬 インフ










体 的 枠 組 み の 策 定
（公 共サー ビス土皮内




フ ォー ラム の 実 現
（中 心 と な る 公 共




急対 応チ ー ム （CE
RTs） の能力賽戒 と




・MRA 及び 王CT 専
門家の証明 書のため
の行 動計画


















・TOR を 高級 事 務
レベ ル／経 済大 臣会
議 に報 告 （2α）9年 7
月）
・関連研究 のため の




ク トの 実施 と HAP





へ の報告 （2014年 ま
で）
・APG実 現 の た め
の制度、実施 の取 り
決め （2015年 開始 ）
ASEAN ガ スバ イ ・TAPGマ ス タ ー ・ASEAN 合弁 ガス ・ASEAN ガスバ イ ・ASEAN が スパ イ




















電子商取引 ・加盟 国が電子商取 ・電子商 取引の城内 ◆ ・完全 に調和 した屯
引 法を立法化 ペ ス トプラ クテ ィス
と競桝 に従い関連法
規 を修正 更新




したガ イ ドライン と
原 則の実施
・その他 サ イ′ト 儀
的事項 （個人情報消
費 者 保 護、PR な
ど）のペ ス トプ ラク






































2∝格－2（櫛 2010－2011 2012－2013 2014－2015
中小企業 開発
ASEAN 中 小 企 葉 ・企菜 家のための 共 ・加盟 国と連携 した ・載只の交流 と技 能 ・ASEAN地域 で事
開発 政策 1 Jレープ 通 カ リキュ ラム作 成 中小企 業サー ビス セ 訓 練 の た め の イ ン 華 を行 う中小企業 の






企業金融 セ ンター 創
設
格差是正
・ASEAN 統 合 イ
ニ シアチ ブ （IAI）
・経 済競合の影響 評
価 の社会 ・経済的 調
査 の定期的実施
⇒ ◆ や





















2（沿8－2（09 2010－2011 2012－2013 2014－2015
対外 経済 関係 への
一貫 したア プロ ー
チ及 び グロー バ ル
供給 ネ ノトワー ク
への積極的 参加
・FTA／CEPと域 内
統合 約束の 見直 し
・ラ う ⇒
・対外 、地域 、多 国
間経 済関係 における
共通 アプ ローチとポ
ジシ ョンの ための 協
調 システム の構築
⇒ う ⇒
・生産 と流通 にお け ・生産 と流通の国際 ・国際ペ ス トプラ ク ・EPA／FTA と経 済
る国際 ペス トプラク ベ ス トプラ クティス テ イス に従ったA 共 同体 の約束一貫 性
テイス と基準の と り と基準 についての ガ SEA N生産洗 通の の実現
まとめ イ ドブ ック刊行 整備
・奮発 能力 と生産 性
の向上 のための後発
国 の技 術支援の必 要
分野の確 定











































































































































































































EC AEC EPA FTA（狭義）
関税撤廃 ○ ○ ○ ○
共通関税 ○ × × ×
非関税障壁撤廃 ○ ○ △ △
サービス貿易自由化 ○ ○ △ ×
規格 ・標準の調和 ○ △ △ ×
人の移動の自由化 ○ △ △ ×
貿易円滑化 ○ ○ ○ △
投資の移動 ○ ○ ○ ×
資本の移動 ○ △ △ ×
政府調達の自由化 ○ × △ ×
知的所有権の保護 ○ △ ○ ×
競争政策 ○ △ △ ×
税制調和 △ × × ×
協力 ○ ○ ○ ×
共通通貨 ○ × × ×
主権委譲 △ × × ×
（注）○は実現している（あるいは目指している）、△は対象としているが実現は不十
分、×は実現していない、あるいは、対象としていないことを示している。ただし、
厳密なものではない。FTAでも米国の締結するFTAは、広範周のサービス貿易
自由化、知的所有権保護などを規定している。AECは目標に向けての措置が実施
できるかが大きな課題であるがここでは実現できると仮定している。
（出所）執筆者が作成
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おわりに
ASEANが地域協力機構として新たな段階に入りつつあることは確かであ
る。自由貿易地域は当初は多くの批判を浴びたが、スキームの開始以来15年
を経て完成に近づいている。
関税撤廃は2010年（新規加盟国は2015年）だが、例外品目は極めて少ない
FTAとなっている。ASEAN経済共同体は、物品、サービス、資本、人（熟
練労働者）の自由な移動を実現することを目指しており、共同市場を目標に
している。世界的にみても共同市場以上に統合が深化しているのは欧州連合
のみであり、FTAからさらに統合を深化させようとしているASEANの営
為は注目に値しよう。
ブループリントは統合の深化の行動計画として画期的な文書であるが、本
論で検討したように具体性が欠ける記述や不明確な点が見受けられる。内国
民待遇や政府調達は全く言及されていないし、人の移動も限定されたもので
ある。税制や薬争政策もコア・エレメントとなっているものの、内容は二重
課税防止条約の締結促進と競争政策導入の基盤作りであり、付加価値税の調
和などの措置はないH。従って、ブループリントが予定通り実行されても実
現するのは「FTAプラス」である。
また、最大の課題は実行されるかどうかである。ASEANを組織的に強化
し、決定の実効性を高めると期待されたASEAN憲章が賢人会議の報告から
かなり後退したものとなっている。多数決による決定や不履行への対処は首
脳会議で決定することになっており、首脳会議の重要性が増している。こう
した問題や課題はあるが、ブループリントおよびスコアカードを通じた経済
共同体創設へのASEANの意思と決定は高く評価できる。
ASEAN経済共同体と日本がASEANとの間で締結しているEPAは、内
容・目標は近似している。ASEAN種済共同体とEPAの連携の可能性の研究
を行うことが望まれる。当面の具体策として、規格の相互認証や統一1・規格の
作成、関税分類コードの統一、シングル・ウインドウなど貿易円滑化分野で
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の協力と連携が考えられる。研究は、民間企業によるインプットを重視し、
貿易・投資面での実効性を高めることを志向する。同時に、日本とASEAN
のEPAについての見直しを行い、協定税率がMFN税率より高くなる逆転
現象の是正、サービス貿易の自由化率の上昇などを検討、実施する。AECに
おける人の移動の自由化は、熟練労働者と専門家などかなり限定されており
EPAとの調整が考えられる。次の段階として日中韓を加えた東アジアの市
場統合への物理的障害、技術的障害を調査・研究し、東アジア版「単一市場
白書」を作成したらどうであろうかこ
注
1ASEAN共同体の詳細については、石川幸一　ASEAN経済共同体形成の現状と課題、
（rアジア経済研究所紀要第33号」、亜細亜大学アジア研究所2（氾7年）を参照
2　ブループリント宣言は、httpン′／www．aseansec．org／21082．htm　ブループリントは
httpン′／www．aseansec．org／21083．pdf　戦略スケジュールは
httpノ／www．aseansec．org／21161を参照。
3　http：／／asean・uS－partnerShip．org／advance．htm
4　http：／／www．aseansec．org／21884．htm
5　同上
6　同上
7　日】中素香rEC統合の新展開と欧州再編成」東洋経済新報社1991年、77頁。
8　領約隆夫「ヨーロッパ経済法」新世社、1997年。
9　この部分の記述は、田中素香（1991）59－88頁による。
10　http：／／www．aseansec．org／21069pdfl ASEAN憲章についての分析は、Kazusbl
Shimizu（2008）’ASEANCharterandRegionalEconomlCCooperatl0n’（DiscussionPaper
SenesNo．2008－5，FacultyofEconomics．KyushuUniverslty）を参凱
11付加価値税を導入している国と税率は次のとおり。タイ7％、インドネシア10％、フィ
リピン12％、ベトナム晶巨＝こより0、5、10％、シンガポール5％、マレーシア付加価値
税はないが売上げ税5、25％、サービス税5％、ミャンマー付加価値税はないが商業税と
して0～30％が課され著修晶は30、2（沿％である。
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